
超広域災害における国の関与のあり方
‐３つの回復の姿を踏まえて‐

資料１
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東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会報告要点
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地震・津波対策に関する専門調査会
の報告を受けて

• 地震・津波対策に関する専門調査会の報告によって、
ハザード側の整理がついた

• それに対する対策として、実現可能性を考慮して、避
難を中心とした対策が提唱されている

• 地震・津波に強いまちづくりが提案されているが、今
回の復旧・復興をそれにどう活かすかについて言及し
ていない

• しかし、レベル２津波によって、今回の復旧・復興を含
めて、これまでの災害対策に本質的な見直しの必要
性まで立ち返って検討することが求められる

• 国の関与のあり方がこれまでとは異なるのではない
か
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阪神淡路大震災
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東京湾北部地震
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巨大地震災害の特徴
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社会基盤の復旧社会基盤の復旧

経済の
活性化
経済の
活性化

中小企業
対策

中小企業
対策

住宅再建住宅再建 都市計画都市計画

被災者の生活再建被災者の生活再建

阪神淡路大震災の復興計画の基本構造
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社会基盤の計画的再配置社会基盤の計画的再配置

経済の
活性化
経済の
活性化

中小企業
対策

中小企業
対策

住宅再建住宅再建 都市計画都市計画

被災者の生活再建被災者の生活再建

東日本大震災からの復興の基本構造
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災害からの回復の３つの形
破壊レベル レベル３ レベル２ レベル１

復旧・復興 復興 復旧

回復の形 再生型回復 復旧型回復 現行型回復

破壊の特徴 面的な広域破壊 まだらな広域破壊 局所的破壊

想定ハザード レベル２津波
レベル２地震動・

広域火災
レベル１地震動
レベル１津波

回復目標
新しい形での

サステナビリティ
の実現

もとのように再生 早期復旧

主体 国 都道府県・政令市 市町村

回復
手段

社会
基盤

インフラの
計画的再配置

インフラの長期的機能
停止と復旧

インフラの機能停止
と復旧

生活
再建

＋広域的支援策 ＋復興基金
災害救助法

生活再建支援法

例
東日本大震災
西日本大震災

阪神淡路大震災
首都直下地震（単発）

中越地震・中越沖地震
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東日本大震災での復旧・復興のあり方

• 阪神淡路大震災に比べて、復旧・復興が遅いという声がある。

• 阪神に比べると、住宅再建のスピードは遅いかもしれない（住宅着
工件数を見る）

• 破壊のされ方が根本的に異なる

• 阪神淡路大震災の場合には、揺れによって「まだらな被害」が被
災地全域に広がった

• 阪神の場合には社会基盤の機能回復のスピードは早く、震災発
生から３ヶ月でほぼすべての都市機能は回復していた。最も回復
までに時間を要した神戸港の復旧も18ヶ月で完了している。

• 東日本大震災の場合には、津波によって「面的な被害」が沿岸部
に沿って広域に広がった

• 東日本大震災では、社会基盤施設の機能回復ができない地域が
広がっている。
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東日本大震災を踏まえると

• 東日本大震災のように壊滅的な破壊が面的に
ひろがる被災においては、社会基盤整備の方向
性が打ち出されるまでは、短期的に収益が確保
できることが確実な投資以外の分野では、復興
に向け民間の努力や投資は本格化しにくい

• 東日本大震災のような面的破壊の場合には、社
会基盤の計画的再配置を行うことが可能であり、
そのチャンスであるとも考えられる

• 社会基盤の計画的再配置を行う主体は国を置
いてない
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再生的回復

社会基盤の復旧の見通しが立たないために
回復が停滞する

社会基盤
機能

個人資産の
形成

①

支援の
中核

②

支援の
中核

復旧ニーズとして顕現

復旧活動を誘導
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社会基盤は街を誘導する

• かつて町外れに作られた鉄道駅を中心にして市
街地形成が進む都市が多い

• 人ごみを避けて町外れに作られたバイパス道路
沿いに郊外型の店舗が集積し、賑わいが生まれ
ている

• 居住地選択において、就業の可能性に加えて、
学校や病院の存在が大きな決定因になっている

• こうした例は、交通網や社会サービスの整備が、
その後の市街地形成や個人の資産形成に大き
な役割を担うことを改めて教えてくれる。
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そのためには

• 国の責任で

• 関係者を集めて

• 関係各省庁の連携によって

• 地域の長期的な発展を目的とする

• 社会基盤の計画的再配置案をとりまとめ、

• 迅速な執行を行う

• それを可能にするような法制の確立が必要では
ないか
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